
令和３年度決算の概要 金額は、百万円単位で表示

【一般会計】

１　決算規模

歳入は、４６６億５，４００万円となり、執行率は９８．９％、前年度と比較して５９億２００万円、１１．２％の減額となった。

歳出は、４３４億６００万円となり、執行率は９２．０％、前年度と比較して７２億７，９００万円、１４．４％の減額となった。

２　決算収支

歳入から歳出を差引した形式収支は、３２億４，９００万円となり、この形式収支から翌年度へ繰越すべき財源６，９００万

円を差引いた実質収支は、３１億８，０００万円の黒字となった。

(1)　歳入については、地方交付税において、国の補正予算等により普通交付税が大幅に増額となったことで１１億７,３００万円、

２９.２％の増収、県支出金において新型コロナウイルス感染症対策の緊急包括支援交付金に係る事業の補助金が大幅に増加

したことに伴い１２億７,６００万円、３８.４％増収となったものの、国庫支出金において、令和２年度実施した特別定額給付金

給付事業が終了したことで８９億４,５００万円、４７.３％の減収となり、全体としては５９億２００万円の減収となった。

(2)　歳出については、扶助費において、子育て世帯や住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業等により２７億

５００万円、３１．４％の増加、人件費において、定年退職者数の増加による職員の退職手当や会計年度任用職員の人件費が

増となったことで２億６,１００万円、３.４％の増加となったものの、令和２年度実施した新型コロナウイルス感染症対策の特別定額

給付金給付事業が終了したことで補助費等が１０２億２,１００万円、６３.４％の大幅減少となり、全体の支出額は７２億７,９００万円

の減少となった。

《決算収支の推移》 (単位：百万円)
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【特別会計】　

１　決算規模

歳入は、２２３億２，４００万円となり、執行率は９７．４％、前年度と比較して１１億７，４００万円、５．６％の増額となった。

歳出は、２２０億８，９００万円となり、執行率は９６．４％、前年度と比較して１０億９，９００万円、５．２％の増額となった。

２　決算収支

歳入から歳出を差引した形式収支は、２億３，５００万円となり、翌年度へ繰越すべき財源はないため、実質収支も

２億３，５００万円の黒字となった。

(1)　介護保険特別会計は、前年度と比較して、歳出で保険給付費が増額となったことに伴い、国庫支出金等の歳入全体が増加

し、実質収支が２億２，９００万円となり、同額を介護保険介護給付費準備基金に積み立てている。

(2)  国民健康保険特別会計は、平成３０年度から財政運営の責任主体が都道府県となり、県内で保険料を統一する方針のため、

徐々に保険税率を上げることとなったが、令和３年度は負担軽減のために保険税率を据え置いたことで７００万円の資金不足が

生じ、その分を国民健康保険財政調整基金から繰り入れた。
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【財政の状況】

１  普通会計決算規模

歳入は、４６５億４，０００万円で、前年度より５９億１，０００万円、１１．３％の減額となった。

歳出は、４３２億９，１００万円で、前年度より７２億８，７００万円、１４．４％の減額となった。

２　財政関係指標

経常収支比率は８４．４％で５．３ポイント改善した。

実質赤字比率は－％（△１２．７３％）、連結実質赤字比率は－％（△３２．２０％）、実質公債費比率は３．９％、

将来負担比率は－％（△１０５．２％）となった。

（△表示は実質収支、連結実質収支とも黒字であること又は実質的な将来負担がないことを表している。）

３　積立基金残高は、１０８億５，０００万円で、９億７，３００万円、９．９％の増加となった。

４　年度末の普通会計とその他会計（企業会計を除く）の地方債残高は１６５億３，２００万円で７億８，９００万円、４．６％

　　の減少となった。

(1)　財政力指数については、国の補正予算による普通交付税の増額に伴い、基準財政需要額が再算定されたことで、

０．７９となり、前年度より０．０３ポイント下がった。経常収支比率は、分子の経常経費充当一般財源において、職員の退職手当

の増加等に伴い、前年度より２億３，４００万円増加した一方で、地方消費税交付金を始めとする県税交付金や地方交付税、

地方特例交付金などが増額となり、分母の経常一般財源（臨時財政対策債を含む）が１７億６，９００万円の増加となった

ことで、前年度より５．３ポイント改善の８４．４％となった。

(2)　健全化判断比率については、実質赤字比率は△１２．７３％、連結実質赤字比率は△３２．２０％となり、実質公債費比率は

３カ年平均で３．９％、将来負担比率は△１０５．２％となった。

　なお、参考として、早期健全化計画の提出を義務付けられる比率は、実質赤字比率で１２．０９％以上、連結実質赤字比率

で１７．０９％以上、実質公債費比率で２５％以上、将来負担比率で３５０％以上である。

(3)　積立基金については、減債基金から３億８，９００万円、ふるさと生駒応援基金から７，９００万円、全体で４億８，０００万円を繰り

入れたが、減債基金に４億６，０００万円、公共施設等総合管理基金に６億９，３００万円、職員退職給与基金に１億７，１００万円

積み立てるなど、全体で１４億５，３００万円を積み立て、残高は、前年度より９億７，３００万円の増加となった。

(4)　年度末の普通会計地方債残高は１５９億２，０００万円で、既存の地方債の償還が進んだことにより前年度から７億３，０００万

円減少した。また、その他の会計（企業会計を除く）における地方債残高は、６億１，２００万円で、５，９００万円減少した。

　なお、全会計（企業会計を除く）における地方債残高は、前年度より７億８，９００万円減少した。
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《地方債･積立基金の年度末残高推移》 （企業会計を除く）
単位:億円

※ 令和２年度から下水道事業は企業会計に移行している。
※ 令和元年度以前は、地方債に下水道事業債が含まれている。（参考 令和元年度地方債275億円のうち下水道事業債95億円）


